
私立専修学校等教育振興費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は、私立専修学校及び私立各種学校の振興を図り、私学経営の向上を期する

ため、私立学校法（昭和２４年法律第２７０号）第３条に規定する学校法人又は同法第

６４条第４項の規定により設立した法人（以下「学校法人」という。）に対し、当該学

校法人が奈良県に設置する私立専修学校又は私立各種学校（以下「学校」という。）の

運営に要する経費について予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付

に関しては、奈良県補助金等交付規則（平成８年６月奈良県規則第８号）に定めるもの

のほか、この要綱に定めるところによる。

（補助事業者）

第２条 補助金の交付を受けることのできる者は、次の要件に該当する学校法人とする。

（１） 学校運営の健全化と教育の充実向上に努め、補助効果が期待できること。

（２） 経理その他の事務処理が適正であること。

（３） 法令の規定に違反せず、かつ、知事の指示を遵守していること。

（４） 補助金の交付を受けようとする年度（以下「補助年度」という。）の４月１日

現在において設置運営されている学校であること。

（補助対象経費）

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、前条に規定する要件に該当する学校法人の設

置する学校の運営に要する経費とする。

２ 前項に規定する経費の対象期間は、補助年度の４月１日から３月３１日までとする。

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、次の各号の規定により算出した額の合計額（その額に千円未満の

端数を生じたときはこれを切り捨てた額とする。）とする。

（１） １法人につき、１，２００，０００円

（２） 修業年限３年以上又は高校卒業資格を取得できる高等課程の学科にあっては１

人当たり３５，５００円、その他の学科にあっては１人当たり３１，５００円に

補助年度の５月１日現在における生徒数（補助年度において県から他の補助金を

受けている学科の生徒を除く。次号において同じ。）を乗じて得た額



（３） 前号の規定にかかわらず、補助年度の４月１日現在において、文部科学大臣よ

り職業実践専門課程に指定されている学科にあっては、一人当たり３３，０７０

円に補助年度の５月１日現在における生徒数を乗じて得た額

２ 前項の規定にかかわらず、設置する全ての学校の全ての学科について、補助年度の５

月１日現在における生徒数の合計が０人である学校法人については、この補助金を交付

しない。

（補助金の交付申請）

第５条 学校法人は、補助金の交付を受けようとするときは、知事が指定する日までに私

立専修学校等教育振興費補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、

知事に提出しなければならない。

（１） 私立専修学校等教育振興費補助金使用計画書（第２号様式）

（２） 在学者数調書（第３号様式）

（３） 当該年度の学校法人及び設置する学校の収支予算書

（４） その他知事が必要と認める書類

（補助金の交付決定）

第６条 知事は、前条の規定による書類を受理し適当と認めたときは、補助金の交付を決

定し、学校法人に対し、補助金の交付の決定を通知するものとする。

（交付の申請の取下げ）

第７条 補助金の交付の決定の通知を受けた学校法人は、当該通知に係る交付決定の内容

又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受けた日の翌日から１５日以

内に限り、申請を取り下げることができる。

２ 前項の規定による取下げがあったときは、当該申請に係る交付の決定はなかったもの

とみなす。

（変更の承認の申請）

第８条 補助金の交付の決定の通知を受けた学校法人は、事業計画について変更しようと

するときは、私立専修学校等教育振興費補助金計画変更承認申請書（第４号様式）に私

立専修学校等教育振興費補助金使用計画書（変更分）（第５号様式）その他知事が必要

と認める書類を添えて知事に提出し、その承認を得なければならない。ただし、次の各

号に掲げる軽微な変更（補助金の交付の目的及び条件に反しない計画の変更に限る。）



については、この限りではない。

（１）補助対象となる経費の３０パーセント以下の増減で、かつ、補助金の額が増額

とならない変更

（２）その他知事が軽微と認めた変更

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は

条件を付することができる。

（補助金の概算払）

第９条 知事は、交付の決定をした場合において、必要と認めるときは、交付決定額の範

囲内で補助金の概算払をすることができる。

２ 前項の規定により概算払を受けようとする学校法人は、私立専修学校等教育振興費補

助金交付請求書（第６号様式）を知事に提出しなければならない。

（指示又は検査）

第１０条 知事は、この補助金に関し、補助金の交付の決定を受けた学校法人に対して必

要な指示をし、又は書類、帳簿等の検査を行うことができる。

（完了実績報告）

第１１条 補助金の交付の決定の通知を受けた学校法人は、補助事業が完了したときは、

補助事業の完了した日から起算して１０日を経過する日又は補助事業の交付決定に係る

年度が終了する日のいずれか早い日までに、私立専修学校等教育振興費補助金実績報告

書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。

（１） 私立専修学校等教育振興費補助金使用明細書（第２号様式）

（２） 私立専修学校等教育振興費補助金交付請求書（第６号様式）

（３） その他知事が必要と認める書類

２ 補助金の交付の決定の通知を受けた学校法人は、補助事業の交付決定に係る年度の当

該学校法人及び設置する学校の収支決算書を、当該年度終了後速やかに知事に提出し

なければならない。

（額の確定）

第１２条 知事は、前条第１項の規定による書類を受理した場合において、書類審査及び

必要に応じて現地調査を行い、補助事業の実施結果が補助金の交付決定の内容及びこれ

に付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、学校法人に



通知するものとする。この場合において、第８条第１項の規定により概算払をした金額

がある場合には、これを精算するものとする。

２ 知事は、前項後段の規定による精算により返還が適当と認める額が生じたときは、当

該金額の補助金の返還を当該学校法人に対し請求するものとする。

（交付決定の取消し等）

第１３条 知事は、次に掲げる場合に該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の

全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。

（１） 学校法人が、この要綱、交付決定の内容、これに付した条件又はその他法令

若しくはこの要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反した場合

（２） 学校法人が、補助金を他の用途に使用した場合

（３） 学校法人が、補助金に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為を行った

場合

（４） 交付の決定後生じた事情の変更等により、補助金の全部又は一部が必要でな

くなった場合

２ 知事は、前項の規定による取消し又は変更を行った場合には、交付した補助金のう

ち当該取消し又は変更に係る部分の全部又は一部に相当する金額の返還を命ずるもの

とする。

（帳簿等の保管等）

第１４条 補助金の交付の決定の通知を受けた学校法人は、補助金の収支に関する帳簿を

備え、領収書等の関係書類を整理し、補助金の交付を受けた年度終了後５年間は、これ

を保管しなければならない。

（その他）

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が定める。

附 則

１ この要綱は、平成１０年３月１日から施行し、平成９年度分の補助金から適用する。

２ 私立専修学校等教育振興費補助金交付要綱（昭和４１年制定）は、廃止する。

附 則

この要綱は、平成２３年１月２４日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用する。



附 則

この要綱は、平成２３年８月１６日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は、平成２３年１１月４日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用する。

附 則

１ この要綱は、平成２８年２月２６日から施行し、平成２７年度分の補助金から適

用する。

２ 平成２７年度において、改正後の要綱により算出した額が、改正前の要綱の規定に

より算出した額の９５％未満となる場合は、改正前の規定により算出した額の９５％

（千円未満切り上げ）を補助金の額とする。

附 則

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、平成２８年度分の補助金から適用す

る。

２ 平成２８年度において、改正後の要綱により算出した額が、平成２６年度に適用さ

れる要綱の規定により算出した額の９５％未満となる場合は、改正前の規定により算

出した額の９５％（千円未満切り上げ）を補助金の額とする。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 平成２９年度において改正後の要綱により算出した補助金の額が、平成２８年度に

適用される要綱の規定により算出した補助金の額の９５％未満となる場合は、改正前

の要綱の規定により算出した額の９５％（千円未満の端数は、切り上げるものとす

る。）を補助金の額とする。ただし、平成２９年度において、第４条第２項に該当す

ることとなった学校法人には、適用しない。


